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糖尿病等患者・予備群２５％減を達成するために～今の時期どのような準備が必要でしょうか？（医療制度改革の工程表）
（７年後） （９年後） （１９年後）

平成２０年 平成２５年 平成２７年 平成３７年
８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 1～3月 ４月

平成１８年度 平成１９年度

第１期　平成２０～２４年度
第２期　平成２５～２９年度
第３期　平成３０～３４年度
第４期　平成３５～３９年度

特定健康診査等実施計画策定のための準備

レセプト分析

保健指導分析

【被保険者の治療状況の把握】
【健診受診状況の把握】

【健診データの分析】

○死亡の状況
　　主要死因別（人口10万対）
　　65歳未満死亡割合

○障害の状況
　　介護保険の原因疾患
　　65歳未満、要介護度別

○医療の状況
　　生活習慣病の治療者数

○健診の状況
　　受診者数

医療保険者の特徴をつかむ
●健診・保健指導計画作成のためのアセスメント表（様式６－１）

●200万円以上レセプト（様式１）
●6か月以上入院レセプト（様式２－１）
●人工透析レセプト（様式２－２）
●生活習慣病レセプト分析（様式３－７）
　全体、糖尿病、高血圧、高脂血症
　虚血性心疾患、　脳血管疾患、　人工透析

●新規透析患者訪問事例（様式２－３）　　　●健診後の保健指導の状況
●保健指導後の生活改善の状況　　　　　　　●保健活動の時間分析

●被保険者数および健診受診者の人口ピラミッド（様式６－７）
●未受診者の把握

●健診有所見者状況（男女別、年代別）　（様式６－２～６－５）
●内臓脂肪症候群診断者の有所見の重複状況（様式６－６）

健診分析
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●集団の特性と優先的な健康課題
●どのような疾病にどのくらい医療費を要しているか
●より高額にかかる医療費の原因は何か、それは予防可能な疾患なのか
●介護保険の原因疾患で予防可能な生活習慣病は何か

健診受診率（現状）　　　　７％

保健指導実施率（現状）　8０％
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１．健診内容の検討
　①特定健診内容に加え、本市の課題に見合ったハイリスク
者を抽出する独自（追加）健診内容の検討
　②健診委託基準の検討（人員・施設基準、精度管理、健診
結果等の取扱、運営に関する基準等）

２．保健指導内容の検討
　①行動変容を促せる保健指導プログラム内容の検討
　②保健指導実施者に対する研修、人材確保と育成
　③医療との連携
　　（要医療者、治療中、治療中断者対策も含めて）
　④保健指導委託基準の検討
　　（人員、施設設備等、保健指導内容、保健指導記録等の
取扱、運営、精度管理）
　
３．関係部署の既存事業との関係調整
　　既治療者、他の健康診断、６５～７４歳の介護保険
　法に基づく地域支援事業等との関係整理

４．未受診者に対する支援方法
　①受診率を高めるための方策
　②他の医療保険者、組織との連携方策

５．事業量の見込み
　①被保険者の健診・保健指導
　②被用者保険被扶養者の対応
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標準的な健診・保健指導プログラム暫定版に沿った準備事業
千葉県、福岡県にて実施→検証→評価

健診・保健指導の内容の検証

各保険者団体を構成員とする検討会

◆被扶養者に対する健診、保健指導の提供の仕組み
◆保険者における体制整備
◆特定健診・特定保健指導の取組の評価方法

特定健診・特定保健指導
実施計画基本指針案

特定健康診査等実施計画（５か年計画）の策定

6０％

【２０年度目標】

％

【２４年度目標】

100％ ％

・健診・保健指導の具体的
な
　実施方法
・実施目標 成果目標の設

医療制度改革スタート

％

【２０年度実績】

％ ８０％

【２７年度目標】

60％
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平成１８年７月１０日標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）より作成

●健診の目的
　早期介入(保健指導）の対象となる、脳卒中・心筋梗塞等の予備段階にある
糖尿病・高血圧、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）者の抽出す
ること。
早期介入（保健指導）により、「糖尿病等患者・予備軍を25％減」

１未受診者対策
２健診内容の検討
①本市の課題
～全国指標より肥満が多く、４０代からインスリン分泌低下あり。（高齢期になってか
ら枯渇する恐れ。⇒糖尿病へ）（ｈ18年度健診結果）
▼健診対象年齢は40代からで予防は可能だろうか？
▼特定健診項目に加えて、インスリン分泌の過剰や低下を受診者自身が気づき、
生活習慣を改善するきっかけにするための検査が必要ではないか。
②健診体制
～健診対象数増加に対応できる健診・保健指導委託業者の選定→１社では対応困
難と考えられるため
▼数社で実施できる枠組み（単価契約）づくり
②委託基準の検討
～早世・障害予防の対象者が受診し、生活習慣改善するにはどのような条件の健
診が必要か？

３保健指導内容の検討
①糖尿病等患者・予備軍を確実に25％減らせる保健指導とは？
▼保健指導担当者のスキルアップ、研修
▼効果の出る保健指導が可能な業者を確保できる仕様書づくり、
▼業者を育成する枠組みづくり
▼保健指導のフォロー体制のルーティン化の確立（糖尿病等患者・予備軍を25％減
するための、継続フォロー者の確実な管理）
３その他
①市民検診からの移行（委託先の調整、市民に対する周知等）
②６５～７４歳に対する地域支援事業（生活機能チェック、健診）の移行
③既治療者に対する健診の位置づけ

保険者による健診・保健指導の
連携方策、費用精算について議論

協議会での保険者データの分析（健診・医療費）・保健事業実態調査等
（特定健康診査等実施計画策定支援）

被扶養者の健診等の機会の確保・調整

保健指導実施者に対する研修の実施の調整

保険者による健診・保健指導
の効果の評価

民間事業者評価

Ａ市保険者協議会

特定健診・特定保健指導準備事業（試
行的事業）の実施
　　○居住地区別健診（個別通知）
　　→翌月保健指導→継続フォロー→翌年健診時評
価
　　○単価契約による複数業者健診

保健指導担当者の人材育成
（職員研修・委託業者に対する研修会）

市民検診廃止に伴う調整
　医師会説明、市民に対する周知等

その他の医療費適正化の推進施策　　　子どもの頃からの生活習慣病対策

健康総合分析システムの活用による健康実態の分析（健康課題・ハイリスク者の抽出など）

生活習慣病対策事業

平成18年度予防健診実績

平成17年度
医療費分析結果

（死亡）
平均寿命が男　県下ワースト3
　　　　　　　女　県下ワースト６
そのうち、65歳未満死亡割合
が　男県下　第1位
　　　女県下　第6位
65歳未満の生活習慣病による
死亡が2割

（介護）
65歳未満被保険者の介護給付
原因疾病
脳血管疾患　54％
糖尿病　　　　9％
63％が生活習慣病
（医療）
①　200万円以上の高額医療
の内容
・虚血性心疾患　59人約2億円
・大動脈疾患　13人　約6800万
円
・脳血管疾患　21人　約6200万
円
いずれも糖尿病、高血圧を高
率に合併

②人工透析者
昭和43年新規透析者が1人
だったのが平成12年頃より年
間約100人の増加
新規導入者のうち、糖尿病が
40％
1人あたり年間医療費550万円
（一生涯必要）

③生活習慣病治療者48％
糖尿病は各年代とも3割治療

（健診）
受診率（市民健診）
40歳未満　5％
40～64歳　20％
若年層での受診率が低い
　　　　↓
自覚症状のない生活習慣病の
早期介入が遅れる
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自覚症状のない生活習慣病
見つけるには健診　!!

※帳票様式は「標準的
な健診・保健指導プログ
ラム（暫定版）」による

法律
高・・・高齢者の医療の確保に関する法律（高齢者医療
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後期高齢者支援金の
加算・減算措置

（高１２０～１２１条）

保険者による健診・保健指導
の

効果の評価
民間事業者評価
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レセプトデータ・健診データの突合・分析

％

【健診受診率】

％

【保健指導実施率】

％

【内臓脂肪症候群の該
当者・予備群の減少率】

特定健康診査等の成果評価
（高１２０～１２１条）

（ｈ18年度生活習慣病予防健診で明らかになったこと）
①全国指標より肥満が多く、腹囲ありほど他の検査結果の異常率が高い。４０代からインスリン
分泌低下あり。
②拠点型で全市域から受診、駐車場が条件　　　　③ハガキによる個人通知での受診率が高い

 

図 尼崎市の医療制度改革の工程表 


